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グローバル格差社会

●０．１４％の金持ちが、世界の金融資産
の８１．３％を所持

●上位２０位までの金融市場のプロ（ヘッ
ジ・ファンドや債券のマネージャー）が毎
年１２０億ドル（一人当たり７２０億円の年
収）を獲得

●最も富裕な層８５人が、世界の３５億人
分の富を所有

（Source: Tax Justice Network (2012); Oxfam (2014))
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本日の流れ
１．現代資本主義が抱える病理

（１）ピケティによる格差理論

（２）肥大化するグローバル金融資本

２．グローバル・タックスという処方箋

（１）グローバル・タックスとは何か

（２）グローバル累進資本課税

（３）金融取引税

３．グローバル・タックスは実現可能か？

（１）技術面

（２）政治面
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ピケティの格差理論①
ー格差の歴史的変遷ー

●富の格差は第一次世界大戦まで極めて
大きく、富裕層がかなりの部分を占有。
フランスでは上位1％が国民所得の20％
以上、上位10％が45～50％を占有。

●格差は両大戦間で急速に縮小。しかし、
格差は再び拡大し、現在は両大戦前の
水準に。

●今後、さらに格差は広がる。
5



6

ピケティの格差理論②
ー格差拡大の原因ー

●労働を通じて得る所得よりも、相続、不動産収入、
株や債券などの金融商品の売買による利潤＝資本
（資産）からの収益の方がはるかに大きい（r > g）

●r： 資本の平均年間収益率、利潤、配当、賃料など
資本からの収入をその資本の総価値で割ったもの

g： 経済成長率、所得や産出の年間増加率

●rは4～5％で推移。gは戦後の一時期を除いて平均
で1.5％程度⇒格差は自動的に拡大。

●資産がある程度の閾値を超えるとそれがさらなる富
を増幅させる。←有能な金融のファンドマネージャー
によるマネーゲーム
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ピケティの格差理論③
ー格差縮小の理由ー

●戦争によるショックと進歩的な社会政策、特に累進
課税の実施

●アメリカの最高所得税率： 1944年に94％、1960年
代半ばまで90％代で安定

●イギリス： 1940年代の最高税率は98％、1970年代
にも再現

⇒累進課税の実施と戦後の経済成長と相まって、欧
米や日本では格差が大幅に縮小

⇒1979年にイギリスでサッチャー政権、1981年にアメ
リカでレーガン政権の誕生以降、新自由主義が経済
、社会の基調。課税の累進性が急激に弱められ、格
差は再び拡大する方向へ 7
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膨張するギャンブル経済～
●世界の実体経済の規模（２０１２年）：

７２．２兆ドル（８６６６兆円）

●金融資本： ９０１兆ドル（１０京８１４４兆円）

⇒実体経済の１２倍以上

●金融資本の求めるものは「短期的利潤」

●企業であれ、国であれ、金融資本に逆らえ
ない

●国債や株式が「売りを浴びせられる」

（出典： 経済産業省（2009）『通商白書2008』； 佐久間智子（2002）「日本に住む私たちは、WTOを
どう捉えたらよいのか」、スーザン・ジョージ（杉村昌昭訳）『WTO徹底批判！』作品社、107-118
頁） 8



グローバル・タックス
↓

グローバル化した地球社
会を一つの「国」とみなし、
地球規模で税制を敷く



グローバル・タックスとは何か？

●漏れを防ぐ＝タックス・ヘイブン対
策：

<e.g>タックスヘイブンに秘匿されてい
る資金： ２５２０兆円～３８４０兆円

●課税する

●課税、徴税、税収の使用のための
ガヴァナンスを構築する
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課 税
●グローバルな資本や活動に、グローバルに課税
し、負の活動を抑制しながら、税収を地球規模課
題の解決に充当する税制

⇒グローバル連帯税
●グローバル連帯税の例

・航空券連帯税

・クリーン開発メカニズム税

・グローバル累進資本課税

・金融取引税

・地球炭素税

・武器取引税 11

実施済み

これから考察
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グローバル累進資本課税①
●資本課税： 個人資産の純価値に対しての課
税

●課税対象： あらゆる金融資産の市場価値（
銀行預金、株式、債券、パートナーシップなど
）と非金融資産（特に不動産）の市場価値から
負債を引いたもの

●グローバル： 一国単位で実施すると、富裕
層は資産を海外へ。富裕層はすでに資産を
世界各国に分散

⇒グローバルな協調と実施＝グローバル累進
資本課税
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グローバル累進資本課税②

●税収（ヨーロッパ加盟国限定）：

約３７０億ドル（４兆４４００億円）

●政策効果： 有効性は定かではない。

←グローバルにやったことがない

←制度設計による

●２つの世界大戦のショックに加えて各国が戦
後実施したさまざまな累進課税が上位1％の
富を劇的に減少させたという歴史的事実

⇒同様の効果がグローバルなレベルでも見込
まれるという見方も可能
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金融取引税①
●シュテファン・シュルマイスターら（オーストリ
ア経済研究研究所）

●あらゆる金融資産の取引に課税する税

●株価、為替レート、商品価格の不安定さを
抑制

●実体経済への悪影響が小さい

●税収（０．０５％）：

年間６５５０億ドル（７８兆６０００億円）

→ギャンブル経済を抑えながら、莫大な税
収が得られる 14
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金融取引税②
●アメリカのブルックリン研究所と都市研究所が創設し
た租税政策センター（Tax Policy Center）＝きわめ
て保守的な機関

●税収： アメリカにおいて最大年間500億ドル（６兆円
）

●政策効果： 金融取引税のおよそ75％の税負担は高
所得層20％に、また40％以上が最高位1％にかかる
＝きわめて累進的

⇒巨額の税収と「投機とレントシーキングの負の影響を
減少させ、金融業界が得てきた利益の一部を吐き出
させ、それが実体経済に押し付けてきたコストを払わ
せる可能性を合わせて考えたとき、金融取引税は非
常に魅力的である」 15
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技術的実行可能性
●グローバル累進資本課税：

・自動情報交換システム

・FATCA（外国口座税務コンプライアンス法）

・共通報告基準（Common Reporting Standard）
にもとづく自動的情報交換のための多国間協定

●金融取引税：

・多通貨同時決済銀行（CLS銀行）

・国際銀行通信協会（SWIFT）

※ただし、実務的障壁と国際税法との整合性の問
題は残っている
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政治的実現可能性

●グローバル累進資本課税：

・フランスの富裕税

・富裕層の日本からの流出

●金融取引税：

・ユーロ圏１１ヵ国による金融取引税を
めぐるバトル

・グローバル連帯税（国際連帯税）推進
協議会（寺島委員会）
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欧州委員会のEU指令案

●２０１１年９月２８日： 欧州委員会
は、EU加盟国に対し、２０１４年に
欧州金融取引税の導入を求める
EU指令案を提出

●株式と債券取引に0.1%、デリバ
ティブ取引に0.01%を課税する

●予想される税収： ５７０億ユーロ
（７兆６９５０億円）
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欧州における金融取引税の最新動向

●2012年10月9日： EU11ヶ国導入の意思表示

●2013年4月22日： 英、欧州司法裁判所に提訴

●2014年4月30日： 欧州司法裁判所、英の請求
を棄却

●2014年5月6日： 欧州財務相会合、金融取引
税につき「遅くとも 2016年1月1日に導入」で合
意

※現在は２０の技術的作業部会を設置して議論
中。ギリシャ危機のため、導入は２０１７年１月
にずれ込む見込み
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日本の動向
●2006年9月：研究者・ＮＧＯ→グローバル・タッ
クス研究会

●2008年2月：国会議員→国際連帯税創設を
求める議員連盟

●2008年9月：政府→リーディング・グループに
加盟

●2009年4月：市民→国際連帯税を推進する市
民の会（アシスト）

⇒国際連帯税推進協議会（寺島委員会）

まず航空券連帯税、続いてグローバル金
融取引税を提案 20



社会保障の安定財源の確保等を図る税
制の抜本的な改革を行うための消費税法

の一部を改正する等の法律

●成立日：平成24年8月10日 公布日：平成24

年8月22日 施行日：平成26年4月1日

●第七条 七 国際的な取引に関する課税に
ついては、国際的な租税回避の防止、投資
交流の促進等の観点から必要に応じて見直
すとともに、国際連帯税について国際的な取
組の進展状況を踏まえつつ、検討すること。
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最新の状況
●政府与党、財務省： 2016年消費税率引上げ

●経団連： 航空券連帯税にも、金融取引税にも反対

●国交省： 会合に参加しない

●平成２５年度、２６年度、２７年度自民党税制改正大
綱： 「国際連帯税」の推進どころか、その言葉さえな
い。

●国際連帯税議連： 低調

●２０１４年１０月： グローバル連帯税推進協議会（第
２次寺島委員会）の発足

→２０１５年中に最終報告書

●２０１５年７月： 出国税の開始

⇒シュルマイスター： 「政治的戦争」 22



むすびにかえて
●グローバル累進資本課税と金融取引税の
有効性：

●資本主義自体を根本から軌道修正し、金
融資本の肥大化を止めることは喫緊の課
題

●グローバル累進資本課税： 日本の出国
税、FATCA

●金融取引税： １１ヵ国金融取引税、第２次
寺島委員会、議連の再活性化
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